
食料・農業・農村政策審議会 

令和６年度第12回畜産部会 

 
１ 開催日 

令和７年３月 28 日（金） 

 
２ 開催方法 

持ち回り審議（意見書による賛否表明及び意見の提出） 

 
３ 委員（五十音順、敬称略） 

【委員：4名】 

椛木円佳、小針美和、二村睦子、宮島香澄 

【臨時委員：15名】 

石田陽一、井上登、大山憲二、小椋茂敏、小山京子、川田光哉、里井真由美、庄司英洋、 

畠中五恵子、羽田香弥子、馬場利彦、彦坂誠、前田佳良子、松田克也、丸橋弘資 

 
４ 審議事項 

・ 新たな「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」について（諮問事項） 

・ 新たな「家畜改良増殖目標」及び「鶏の改良増殖目標」について（諮問事項） 

・ 新たな「家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針」について（報告事項） 

・ 新たな「養豚農業の振興を図るための基本方針」について（報告事項） 

 
５ 審議結果 

 上記諮問事項について、その賛否を聴いたところ、全委員（１９名）より賛成の回答があったことから、 

案のとおり定めることが適当である旨の答申がなされました。 

 
６ 意見の概要 

 別紙のとおり。 



 

意見の概要 
 

（１）「酪肉近」及び「改良増殖目標」について 

○ 安定的に飲用牛乳等を提供し続けるためにも、地方行政と連携して、新規就農者の
確保対策や国産飼料生産の拡大対策等を充実・強化し、都府県における酪農生産
基盤の維持・強化も図っていく必要。 

○ わが国酪農の最大の課題は、乳脂肪分需要に対して無脂乳固形分需要が極端に
少ないことであり、ヨーグルトなどの需要拡大対策と、需要のあるチーズの競争力強化
対策等により、基本方針の目標に向けて安心して生産できる環境を作ることが重要。 

○ 今後、新たな生産数量目標に向けて、安定的に生産の維持・拡大を図っていくために
は、酪農・乳業が一体となって生産・流通コストの削減に取り組むとともに、需要拡大
を図っていくことも必要。このため、乳業としても、新商品の開発等に努めて参る所存。 

○ 肉用牛について、繁殖雌牛を更新していく際には、今後は肉質だけでなく繁殖性にも
着目すべき。 

○ 酪肉近、改良増殖目標、いずれも生産対策の色が濃いが、健全で、円滑な食肉の
流通を維持・発展させることも重要な生産・消費対策であることを認識して、今後の政
策・施策に反映する必要。 

○ 当方針に沿った革新的な施策が今後展開されることを期待。 

○ 今回の酪肉近等の内容が前向きなメッセージとして受け止められるよう、生産現場へ
の十分かつ丁寧な説明が必要。 

○ 諸課題を国頼みとするのではなく、自らの経営責任という強い自覚と意志を持ち、経
営力を磨いていくことが重要。 

○ 経営力向上の文脈では、「生産者」「所得」などの用語に違和感があり、用語・言葉の
検討が必要。 

別紙 



○ ５年後目標を着実に達成し、長期的な姿を目指していくためにも、目標・KPIにかかる
検証・進捗管理等を通じ、需要拡大や生産基盤の維持・強化、経営安定の確保等
に向けた施策について、その実効性の確保に努めていただきたい。 

○ 酪肉近をベースとしたPDCA、フォローアップについて、基本計画のそれと平仄を合わせ
つつも、酪農・畜産の特性に応じたあり方を検討していく必要。その際、過度に目標の
達成状況の評価にとらわれず、施策の進捗や効果を確認するためのフォローと分析を
しっかり行うことが重要。 

○ 定量的なフォローアップとともに、「国産飼料基盤に立脚した生産への転換」に向けた
各地域の取組みの共有や整理など、定性情報の収集や課題整理なども合わせて検
討すべき。 

○ 基本方針は需要拡大を前提とした建付けとなっているが、酪農・畜産の近代化が進
展し、今後人口減少に伴う需要減少や社会構造の変化が確実であるなかで、その名
称や定める事項についても、今後見直すべき。 

 
 
（２）「家畜排せつ物の利用の促進を図るための基本方針」及び「養豚農業の振興

を図るための基本方針」について（報告事項） 

 

〇 改正基本法のもとで、「食料安全保障の確保」と「環境との調和」の両立が重要になり、
酪農・畜産分野においても、生産振興と畜産環境対策の両立、飼料生産、酪農・畜
産物生産、排せつ物の地域循環の確立が一層重要となる。今後、各地域で計画等
を作成する際にも、関係する方針間のつながりをより強く意識していくことが必要。 

 


